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中国の技術流通市場 

-専利ライセンス登録データの分析- 
 

○渡部俊也，李聖浩（東京大学） 

 
1.研究の背景と目的 

中国政府が管理している技術流通市場における取引金

額は一貫して増加傾向であり活況を呈している(1)。2008

年には 2000 億人民元を超えたが、この金額は日本の技術

流通の取引金額総額の推定値(2)よりもはるかに大きい。 

ただしこの契約の内訳には知的財産権が直接対価とな

っている取引ばかりではなく、ノウハウや共同研究、コン

サルティングなどの対価も含まれているものと思われ、特

許等の知的財産権に関する取引がどのように寄与してい

るのかは明らかでない。さらにはここで集計された金額は、

政府が管理している技術流通市場を経由したものに限ら

れるため、実際は企業同士の直接取引の傾向は把握できな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 技術流通契約金額推移（科学技術統計年鑑） 

 

 本研究では、このような中国の最近の技術流通の活発化

の状況について、中国特許庁に登録されている特許の許諾

契約データを集計・分析することで、知的財産権の寄与が

どの程度あるのかを推定し、かつその活発化の原因につい

て考察を行うことを目的とした。 

 

2.研究方法 

2.1 中国の特許許諾契約の登録と公開制度 

 中国の国家知的財産局では、国内の技術移転契約を登録

する制度としてライセンス契約の登録制度（専利実施許可

合同備案）が 2002 年より施行されている。これは特許許

諾契約の際に許諾範囲等を登録する制度である。この登録

を行うことで、ライセンサーと第三者とのライセンス契約

に対する対策、証拠効力、侵害賠償金の参照基準等の効力

が生まれるため中国でのライセンス契約は基本的には登

録がなされていると考えられる。この登録内容のうち一部

が中国特許庁のウエブサイトで公開されているが、公開さ

れている項目については年度ごとに多少変化がある。2010

年現在では、表１に示すように、専利番号、発明の名称、

ライセンサー（譲渡人）、ライセンシー（譲受人）、契約登

録番号、ライセンス契約の種類などが公開されている(3)。 

ここで中国での専利には特許、実用新案、意匠が含まれる

が、ライセンス登録されているのは多くは特許である。本

論文では便宜的に専利を特許と表現することとする。 

   

表 1 中国特許（専利）ライセンス登録情報の公開項目 

 

 

 

 

 

このライセンス契約の種類に関して、2008 年時点の公

開項目としては、非独占の通常ライセンス許諾（中国語で

普通許可：権利者と各被許諾権者が使用できる）、独占ラ

イセンス契約（非許諾権者のみが使用できる権利で中国語

記載は「独占許可」）、排他的許諾（権利者と各被許諾権者

が使用できる権利で、中国語表記は「排他許可」）、相互ラ

イセンス契約（特許権を有する者同士が相互に相手方に特

許の実施を許諾する契約、クロスライセンス契約に相当す

る。中国記載は「交叉許可」）、再実施許諾（被許諾者が更

に第三者に実施許諾するサブライセンス契約で、中国語表

記で「分許可」）の五つの種類に分類されている。 

たとえば CD,DVD などの技術の活発なライセンス活動で

知られるフィリップスを例にとると、2008 年度では 23 件

のライセンスが登録されている。これらのライセンス契約

に含まれる特許件数は 361 件であった。江西省、江蘇省、

山東省、天津市、福建省、広東省、浙江省、七つの沿海地

域の企業にライセンスが行われているが、このうち 4件が

外資系企業で 19 件が中国企業である。これらのライセン

ス契約は全てが普通許可（非独占）である、というような

ことが読み取れる。 

このような公開特許ライセンス情報から、中国における

特許許諾契約の件数や内容の経時変化が把握できる。本研

究ではこの登録データを主に用いて分析を行った。 

2.2  特許（専利）許諾データセットの作成方法 

 登録特許許諾情報から、ライセンスがどの地域のどのよ

うなライセンサー（権利者）から、どの地域のどのような

ライセンシーに許諾されたかについて情報を収集整理し

た。まず、①特許番号を中国特許庁の特許データベースで

検索しライセンサーの住所、属性を調査した。②同じくラ

イセンサーの企業や個人についてホームページを検索し

て住所と属性を調査する。③さらにライセンシーについて

もホームページを検索するか、もしくは、ライセンシーの

名称を特許データベースで検索し、住所と属性を調査した。  

 このような作業を行い、図 2に示すように特許許諾契約

をライセンサーの属性と地域を基準に、いくつかに分類し

た。ライセンサー、ライセンシーの属性については、国内

企業、外資系企業、個人、大学等に分類した。また地域に

ついては、国外、その地域（省・自治区・市）内での取引、

地域を超えた取引に分類した。 

 このようにして2003年から2008年までの特許許諾契約

データを分類整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 特許許諾契約の分類 
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図 5-3 は、ずべての取引における中国企業と外資系企業

の比率（ライセンサーが左円グラフ、ライセンシーが右円

グラフ）である。現在の中国の特許ライセンス取引におい

ては、技術ソースは主に中国企業等であり、技術を活用す

るライセンシーにおいても、3分の 2を中国企業が占める

ことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 ライセンサー（左円グラフ）およびライセンシー

（右円グラフ）の特許取引の分類（2008） 

 

3．3 回帰推計 

 各地域で特許ライセンスの件数は大幅に異なる。北京で

は企業数（登録企業数約 7000 社）の約 4％程度の特許ラ

イセンス件数が観測されるが、多くの地域で 1％以下であ

る。またほとんどの地域でライセンサーの件数よりライセ

ンシーの件数が多いが、この差異は外国組織からの特許ラ

イセンスが、中国から外国へのライセンスより超過してい

るためである。ただし北京、黒竜江省、陝西省については

ライセンサー契約がライセンシー契約より超過している

ことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 中国各地域の企業１社あたりのライセンス契約

登録件数（ライセンサー側とライセンシー側） 

 

このような地域における特許ライセンス契約件数が、ど

のような要因から影響を受けているのかについて調べる

ために、地域の R&D 活動と経済状況、侵害訴訟等に関する

行政処分件数を用いて回帰推計を行った。 

 これらの変数についての主因子分析（バリマックス回転）

の因子行列を表 2に示す。ここで、因子 1はその地域の活

発な研究開発活動の特徴を主な成分に含む因子として、ま

た因子 2は、地域の経済活動が盛んで、政府の補助金等も

豊富であり、かつ侵害訴訟などの行政処分が頻繁に起きる

特徴を主に含む因子として、因子 3は、地域産業が輸出に

依存する経済の特徴を主に含む因子として解釈できる。 

 

表 2 抽出された因子行列（主因子法バリマックス回転後）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※人口以外の変数はすべて一企業当たりに変換した数値。 

 

この 3つの因子を説明変数に用いて、各地域の一企業当

たりの特許ライセンス件数を被説明変数として回帰推計

を行った。この際契約件数についてもその地域に存在する

企業数で除して一企業当たりの契約件数に変換している

（外資系企業の契約、中国企業の契約の場合は、その地域

の外資系企業数、中国企業数のそれぞれで除した値を用い

た）。 

 この結果を表 3に示す。まずライセンサーの契約全件数、

ライセンシーの契約全件数については、決定係数 0.7 程度

でモデルの当てはまりは良い。いずれの場合も有意になっ

た因子はいずれも因子１（p<0.01）およびライセンシーの

契約については因子 3（p<0.05）であった。 

国外からのライセンス契約については、外資系企業がラ

イセンシーの場合は因子 3（p<0.01）がポジティブ、因子

2がネガティブにそれぞれ有意（p<0.05）な偏回帰係数を

与えている。ただし中国系企業がライセンシーの場合はモ

デルの適合が悪かった（調整済み R2=0.114）。  

 ライセンサーが外資企業の場合、また中国企業の場合で

は因子 1が有意であることは同様であるが、中国系企業で

は加えて因子 3 が有意な経数を与えている。この傾向は、

ライセンシーが外資系企業と中国企業の場合にもあては

まる。 

 また経営者とみられる個人が、その企業にライセンスす

るケースでも因子１の偏回回帰係数は、有意（p<0.01）に

ポジティブだった。 

 これらの推計結果をまとめると、国外からのライセンス

契約を除いて、その地域の活発な研究開発活動の特徴を含

むと思われる因子の偏回帰係数が有意にポジティブとん

となった。地域間の平均的な特許ライセンス活動の差異は、

その地域の研究開発活動の影響が大きいものと思われる。

一方中国企業がラインセンサーまたはライセンシーの場

合、外資系企業の場合では影響を与えない因子 3が、有意

な影響を与えていることは興味深い。因子 3は輸出に依存

する経済である特徴を含む因子であるが、加えて研究開発

活動は因子行列ではマイナスである。例えばこの因子 3

の変数が最大値を取るのは沿岸部の輸出産業の拠点であ

る広東省であり、このような地域では、輸出に頼っている

産業を有するが、研究開発力が乏しく独自技術を有してい

ないため、技術移転のニーズが高く結果として地域の特許
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ライセンスの頻度が高くなっているものと思われる。 

 

表 3 各種ライセンス件数（2008 年）を被説明変数とする

重回帰推計の結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．考察 

  

中国特許庁に登録されている特許ライセンスデータの

分析により、2008 年に特許ライセンスの登録件数がそれ

までに比べておよそ 10 倍と急増していることが分かった。

増加した契約の中には企業間の取引に加えて、経営者とみ

られる個人から企業へのライセンスが多くみられた。地域

間のライセンス件数の差異を回帰推計した結果からは、企

業間の取引に加えて、個人から企業へのライセンスについ

ても、地域の研究開発活動とのリンケージが認められた。

このことから、これらの特許ライセンスがイノベーション

活動との関係が深いものであることを示唆している。 

2008 年以降のこのような特許ライセンスの急増の理由

については、独自技術保有を積極的に支援する中国政府の

イノベーション振興施策の影響が考えられる。特に補助金

や税の減免措置の対象となるハイテク企業認定の際に、特

許保有を要件する政策や、民族系企業のイノベーション振

興のため整備された「国家管理技術流通市場」が特許移転

件数の増加の背景にあるものと思われる。 

 しかし「国家管理技術流通市場」との関係でいえば、そ

こで契約が成立している件数が科学技術統計のデータ

（2008 年）で 22 万件であることと比べると圧倒的に小さ

い(5)。22 万件のうちどの程度が特許権の移転を伴うもの

かは科学技術統計側からは明らかでないが、仮に 10％だ

としても大きな乖離がある。また経営者から企業へのライ

センスに関しては技術流通市場を経由していない可能性

が高いことを考えると、冒頭の図 1で示した技術流通のな

かで特許権のライセンスが関与している可能性があるの

は 1％以下であると思われる。特許ライセンス登録が実際

はなされていない契約が大半であるということは、国の管

理市場の取引では考えにくく、この点現在の中国の技術流

通市場の取引には、実際に特許権の移転を介したものはあ

まり多くないということになるだろう。 

 しかし一方、企業当たりの特許ライセンス契約件数（ラ

イセンサー側）を計算すると（図 6）、北京で 4％、上海で

0.6％などの値となる。中国全体では企業の 0.4％の比率

となる。まだその比率は小さいとはいえ、中国における企

業が特許のライセンスによる取得を活用し始めているこ

とが分かる。 

一方エンフォースメントの影響が特許ライセンスにプ

ラスに寄与しているかどうかは、今回の回帰推計では明ら

かでなかった。因子 2の最高得点は、海南省であり、続い

て新疆ウイグル自治区、青海省と続く。因子行列からも研

究開発のアクティブティーが弱く、地方政府からの補助金

が多く、かつ侵害訴訟等の行政処分が多いという特徴が読

み取れる。これはエンフォースメントのレベルというより

地方保護主義的傾向が高く模倣品などが発生しやすい特

徴を有する地域のもつ因子であると思われる。 

 このような保護主義的な傾向のある地域に対しては、全

般的に特許ライセンスは起こりにくいという結果が得ら

れたことは合理的である。特に回帰推計結果からは外国か

ら外資系企業へのライセンスは、この因子がマイナスに作

用する結果となったが、これも妥当な結果であると思われ

る。 

 

５．まとめ 

 

中国の特許移転件数は 2008 年以降 2年間で 10 倍

以上の急激な増加を見せている。本研究では、この

ような中国の最近の技術移転の活発化の原因につい

て、中国特許庁の登録ライセンスデータの解析を行

うことで明らかにすることを試みた。特許ライセン

スデータを件数でみる限り、技術流通データとの対

応関係は弱く、中国の技術流通市場における取引に

おいては、特許権の取引が関与する割合はさほど高

くない可能性がある。 

一方、2008 年以降の特許ライセンス件数の急増は、

中国政府のイノベーション政策、特にハイテク企業

認定の際に特許を重視する政策は大きな影響を及ぼ

していることが示唆された。 
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